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第 1 章 序論 
 
1－1 研究の背景と目的 
 今や世界のコンテナ荷動きは東アジアを中心としており、東アジア発着並びに東アジア域内
の荷動き量が世界全体のコンテナ荷動き量の 65％を占めている
（1）
。特に「世界の工場」と呼ば
れる中国を中心とした海上コンテナ荷動き量が急増している。2001 年の世界港湾コンテナ取扱
量ランキングの順位 10 位までに、中国の港湾は 3 港しかなかった。しかし、2010 年には中国
の港湾は 6 港となり、取扱量が急増している。そして、2010 年中国全国の港湾のコンテナ取扱
量は 125,103,189TEU で、世界全体のコンテナ取扱量の約 25％を占めている。今や中国の海上
コンテナ輸送は世界の海上コンテナ輸送市場の中心となっている。このため中国では、この海
上コンテナ荷動き量の増加に伴う船舶の寄港回数の増加に対応した港湾の整備が急務となって
いる。 
そこで、中国政府は 2006 年に「全国沿海港湾配置計画」
（2）
を策定・公表した。その中で海
上コンテナ輸送の中心となるハブ港を選定し、重点的に整備を行っていくこととした。中国沿
海の各港湾はこの計画によって整備がなされてから 5 年が経過しており、当初、計画で想定し
ていたように港湾の取扱量が伸び、ハブ港湾として機能しているか検証が必要となっている。 
そこで本研究では、中国沿海のコンテナ港湾を対象として、2007 年から 2010 年までの 4 年
間におけるコンテナ取扱量や船舶の寄港回数、さらにバース数などの変化を調査し、この調査
結果から、港湾政策が実現されたかどうか評価する。そして、この評価をもとに、今後の中国
におけるコンテナ港湾政策について検討を行うことを目的とする。 
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1－2 既存研究と本研究の特徴 
 
 大西 康雄氏は 2012 年「中国長江デルタ諸港の現状」
（3）
において中国の長江デルタ地区の
港湾現状について論じている。しかし船の寄港についてあまり言及していない。 
竹内 玲氏は 2011 年「船舶動静データから見る我が国のコンテナ港湾の特徴に関する研究」
（4）
において日本のコンテナ港湾の特徴について論じている。日本の港湾に重点を置いた研究
であり、中国の港湾についてはあまり検討されていない。 
以上のことから本研究における船舶動静データを用いた中国のコンテナ港湾を対象とした研
究は、新規性があるといえる。 
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1－3 論文の構成 
 
第 1 章では研究の背景、目的及び既存研究と本研究の新規性について述べる。 
第 2 章では中国の沿海港湾政策について述べる。 
第 3 章では本論文分析利用するデータ及び分析の対象と方法について述べる。 
第 4 章では中国政策選定したコンテナハブ港と世界ほかのコンテナハブに発展比較を行う。 
第 5 章では中国五つ区域のハブ港とフィーダ港の発展比較を行う。 
第 6 章では今後の港湾の発展政策に関する検討を行う。 
第７章では本研究の結論をまとめる。また今後の課題について述べる。 
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第 2 章 中国の沿海港湾政策 
 
中国政府は沿海港湾の作用をよく発揮させたい、国の総合的な能力を高めるために、2006 年
8 月 16 日に国務院が「全国沿海港湾配置計画」を策定した。2006 年 9 月にこの計画を公表した。
それは今までも中国最高レベルの港湾配置計画として実行されている。「全国沿海港湾配置計画」
の具体的な方案は： 
 中国各地域の経済発展状況と特徴、また各区域内港湾現状及び港湾間輸送関係と主要貨物輸
送の合理性により、中国全国の沿海港湾は環渤海地区港湾群、長江デルタ地区港湾群、東南沿
海地区港湾群、珠江デルタ地区港湾群と西南沿海地区港湾群という五つの港湾群を分けた。各
港湾群内に石炭輸送システム、石油輸送システム、鉄鉱石輸送システム、コンテナ運送システ
ム、食糧輸送システム、完成自動車輸送システム、離島 RORO 輸送システム、旅客運輸システム
という 8 大輸送システムの形成することは中国沿海港湾配置の最終目標とする。計画により、8
大輸送システムにそれぞれの輸送中心となるハブ港を選定し、重点的な整備を行っていくこと
とした。本稿は中国沿海コンテナ港湾が対象とするので、「全国沿海港湾配置計画」中コンテナ
港湾に関する政策を詳しく説明する。 
環渤海地区港湾群は遼寧、津冀と山東沿海港湾群を構成して、中国北方沿海地区と内陸地区
の経済の発展に奉仕する。コンテナ輸送システムは大連港、天津港、青島港をハブ港として、
営口港、錦州港、丹東港、秦皇島、唐山港、煙台港、日照港、威海港などの港湾をフィーダー
港として配置する。 
長江デルタ地区港湾群は上海国際水運センタに依拠する。上海港、寧波港、連雲港を主とし
て、舟山港、温州港、南通港、鎮江港、蘇州港等沿海・長江下流港湾の機能を発揮して、長江
デルタ地区及び長江沿線地区の経済発展に奉仕する。港湾群内のコンテナ輸送システムについ
ては上海港、寧波港、蘇州港をコンテナハブ港として、南京港、南通港、鎮江港等長江下流港
とともに「上海国際運航中心」コンテナ輸送システムを構築し、相応的に連雲港、嘉興港、温
州港、台州港などフィーダー港を配置する。 
東南沿海地区港湾群は厦門港、福州港を主として、泉州港、莆田港、漳州港等港湾と一緒に
構成し、福建省、江西などの内陸省部分地区の経済社会発展と「三通」の需要に奉仕する。こ
の港湾群のコンテナ輸送システムは厦門港をハブ港として、相応的に福州港、泉州港、莆田港
と漳州港などのフィーダー港を配置する。 
珠江デルタ地区港湾群は粤東と珠江デルタ地区港湾を構成する。香港の経済・貿易・金融・
情報と国際運航中心としての優位性に依拠して、華南・西南の一部地区に奉仕し、広東と内陸
地区、香港・マカオ地区との交流を強化する。港湾群のコンテナ輸送システムは深セン港、広
州港をハブ港として、汕頭港、恵州港、虎門港、珠海港、中山港、陽江港、茂名港等港をフィ
ーダー港として配置する。 
西南沿海地区港湾群は粤西、広西沿海と海南省の港を構成する。港湾配置は湛江港、防城港、
海口港を主として、相応的に北海港、欽州港、洋浦港、八所港、三亜港等港を構成して、西部
地区の発展に奉仕し、海南省と外部との物資交流を保障する。 
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以上述べたように計画は大連港、天津港、青島港、上海港、寧波港、蘇州港、厦門港、深セ
ン港、広州港という 9 大ハブ港を重点整備のハブ港として選定した。表 1 は「全国沿海港湾配
置計画」により、中国五つ港湾群の主要機能と各港湾群の構成するコンテナハブ港と主要フィ
ーダー港の状況を示す
（５）
。 
 
表 1 中国五つ港湾群の主要機能と構成するコンテナハブ港とフィーダー港の状況 
港湾群名 主要機能 コンテナハブ港 コンテナフィーダ港 
環渤海地区港湾
群 
北方沿海地区の
社会経済発展に
奉仕 
大連港、天津港、青
島港 
営口港、錦州港、日照港、
煙台港、威海港等 
長江デルタ地区
港湾群 
長江デルタと長
江地区の経済発
展に奉仕 
上海港、寧波港、蘇
州港 
連雲港、嘉興港、温州港、
台州港、南通港等 
東南沿海地区港
湾群 
福建、江西など内
陸省一部地区の
経済の発展に奉
仕 
厦門港 福州港、泉州港等 
珠江デルタ地区
港湾群 
華南・西南地区の
経済奉仕し、内陸
と香港・マカオ地
区の交流を強化 
深セン港、広州港 汕頭港、恵州港、珠海港、
中山港、陽江港等 
西南沿海地区港
湾群 
西部地区の開発
に奉仕して、海南
省と外部の交流
を保障 
 湛江港、防城港、海口港、
北海港、欽州港、洋浦港、
三亜港など 
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図 1 は全国沿海港湾配置地図である。五大港湾群とハブ港の具体的な位置を示す。マーク
「  」付いているのは政策策定した 9 大コンテナハブ港である。 
 
 
出典：中国交通省 
図１ 全国沿海港湾配置地図 
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第 3 章 分析方法 
 
3－1 分析データ 
 本研究は利用する主要データは LMIU(Lloyd’s Marine Intelligence Unit)船舶動静データ
（2007 年と 2010 年）、Containerisation Internal Yearbook（2006-2012 年版）
（6）
と国際輸送
ハンドブック
（7）
（2006-2012 年版）である。 
 LMIU 船舶動静データとは InformaPlc 社提供される有料データベースである。その中で全世
界中就航中の船舶の動静状況を記録する。本研究はこれを利用して、対象港湾の船の寄港回数、
就航地域と寄港船型を集計する。その結果のより検討項目中の寄港状況に分析を行った。 
 Containerisation Internal Yearbook とは Informa UK Ltd（London）出版される研究資料で
ある。その中に全世界のコンテナ荷物量、コンテナ船と主要コンテナ港湾に関する情報を記録
する。 
 国際輸送ハンドブックとはオーシャンコマース社出版されるコンテナ輸送を中心に、海運、
港湾、複合輸送、航空など国際物流の最新情報、資料を満載した日本で唯一の刊行物である。 
本研究は国際輸送ハンドブックと Containerisation Internal Yearbook 両種類資料を利用し
て、中国の港湾のコンテナ取扱量、港湾ガントリークレーンとバースの状況にていてデータベ
ースを作成して、検討項目中のコンテナ取扱量と港湾設備状況に分析を行った。 
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3－2 分析対象 
3－2－1 ハブ港に関する分析対象 
 本研究はまず中国政府策定した重点整備させるとしていた 9 港のハブ港としての機能につい
て検討する。この部分ではハブ港の機能と発展状況をよく把握するために、比較対象として諸
代表的な港湾を分析対象とした。 
 世界航路は今主にアジア航路、ヨーロッパ航路と北米航路という三大航路である。今回の外
国対象の港湾は三大航路中代表的なハブ港を選んだ。 
アジアの分析対象について、まず中国に所属して、今回の政策に言及しない香港の香港港と
台湾の高雄港を選んだ。また日本、韓国は中国と近隣なので、三国の港湾間の集荷競争が激し
いために、日本と韓国の港湾中二港ずつ選んだ。2010 年世界港湾コンテナ取扱量の順位により、
日本は東京港と横浜港、韓国は釜山港と光陽港を選んだ。またアジア地区ほかの港湾はコンテ
ナ取扱量ランキングによりマレーシアのポートクラン港とシンガポールのシンガポール港を選
んだ。 
ヨーロッパ航路は 2010 年コンテナ取扱量により、ロッテルダム港とアントワープ港を選んだ。 
北米航路はニューヨーク港を選んだ。表 2 は本研究検討対象港湾のまとめの図である。 
 
表 2 検討対象のハブ港 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
その他アジア港湾 東京港、横浜港(日本)、釜山港、光陽港（韓国）
ポートクラン港（マレーシア）、シンガポール港（シンガポール）
高雄港(台湾)、香港港（香港)
欧米港湾
大連港、天津港、青島港、蘇州港、
ロッテルダム港、アントワープ港、ニューヨーク港
上海港、寧波港、厦門港、広州港、深セン港
中国政策港湾
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3－2－2 政策で対象とされる五つ区域内の対象港湾 
 中国「全国沿海港湾配置計画」により、中国全国は五つの港湾群地域を分けた、各地区港湾
群は地域ハブ港とフィーダー港を構成される。本研究は今回中国の政策によって、選定した各
港湾群内のコンテナハブ港と主要コンテナフィーダ港を分析対象として、第 5 章中具体的な分
析を行う。 
 表 3 は本研究検討した五つ港湾群内政策対象港湾を示す。表中マーク「＊」をついている意
味は蘇州港と深セン港については複数港湾で構成される港湾で、「（）」中は蘇州港と深セン港の
主要構成港湾で、本研究の検討対象の一部とする。 
 
表 3 検討した五つ港湾群内の政策対象港湾 
 
  
コンテナハブ港 コンテナフィーダー港港湾群名
大連港、天津港、青島港
営口港、錦州港、
日照港、煙台港
上海港、寧波港、*蘇州港
(張家港、太倉港）
連雲港、嘉興港
温州港、南通港
環渤海地区港湾群
長江デルタ地区港湾群
湛江港、防城港、海口港
北海港、欽州港等
厦門港 福州港、泉州港等
広州港、*深セン港
(塩田港、蛇口港、赤湾港)
汕頭港、珠海港
東南沿海地区港湾群
珠江デルタ地区港湾群
西南沿海地区港湾群
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3－3 検討項目 
 港湾とは泊ながら発展した港であり、島嶼・岬などの天然の地勢や防波堤などの人口構造物
によって、風浪を防いで、船舶が安全に停泊し人の乗降や荷役が行える海域と陸地を目指す
（8）
。
定義の視点から港湾の発展に関する検討は貨物量、船の寄港状況と荷役状況は必要である。だ
から本研究は貨物量、船舶及び就航状況と港湾設備状況三つの面からコンテナ対象港湾に検討
を行う。貨物の面ではコンテナ取扱量から説明する、船舶及び就航状況の面では寄港船型、寄
港回数、域内域外船寄港状況から判断する。港湾設備の面では、ガントリークレーンとバース
の利用状況から判断する。詳細な項目については図 2 に示す。 
 
 
図 2 検討項目 
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第 4 章 コンテナハブ港湾の発展比較 
 
4－1 20 コンテナハブ港の取扱量の比較分析 
図 3 は世界 20 コンテナハブ港の 2010 年の年間コンテナ取り扱う量を示す。この図により、
上海港は世界コンテナ取扱量のトップ地位を占めて、シンガポール港は二位で、香港港は第三
位を占めている。千万 TEU を超える港湾は順位により、上海港、シンガポール港、香港港、深
セン港、釜山港、寧波港、広州港、チンタオ港、ロッテルダム港、天津港という 10 港であるこ
とが分かる。 
表 4は選定した20コンテナハブ港2006年から 2010年までコンテナ取扱量とランキングの順
位を示す、図により 2007 年から 2010 年まで港湾コンテナ取扱量の成長度からみれば、寧波港
の成長は一番高い、広州港、上海港、青島港はそれぞれ第 2 位、3 位と 4 位を占める。上海港、
寧波港、天津港、青島港、広州港５つの港湾は快速増加型港湾で、全部二百万ＴＥＵを増加し
た。蘇州港、天津港、青島港、大連港、深セン港、厦門港、釜山港、ポートクラン港は少し成
長し、百万 TEU を増加した。シンガポール港、光陽港、東京港、ロッテルダム港、アントワー
プ港はあまり成長しなくて、同じぐらい維持している。また香港港、高雄港、横浜港、ニュー
ヨーク港は減少な状況である。選定した世界の対象港湾の面でポートクラン港だけ 100 万ＴＥ
Ｕ以上を増加して、釜山港は 90 万ＴＥＵぐらいを増加して、ほかの港湾は全部維持型またはマ
イナス成長状態ある。中国の 9 大対象港湾の中で、大連港 66 万ＴＥＵを増加しかなくて、ほか
の港湾は全部 100 万ＴＥＵ以上を増加する。中國の港湾のコンテナ取り扱う量は大体成長速い
ことが分かれる。世界港湾 2010 年年間コンテナ取扱量の増加比率は 8％である。この比率によ
り、世界港湾平均コンテナ増加量は 90 万ＴＥＵで、これにより中国策定した 9 港中、大連港だ
けは少し少ないことが分かれる。 
 
 
図 3 2010 年 20 コンテナハブ港のコンテナ取り扱う量 
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表 4 20 コンテナハブ港の取扱量と成長度 
 
  
順位 取扱量(TEU) 順位 取扱量(TEU) 順位 取扱量(TEU) 順位 取扱量(TEU) 順位 取扱量(TEU)
　増減量
（TEU)
増減割合
大連港 27 3,212,000 23 4,574,192 23 4,502,700 20 4,552,000 20 5,242,000 667,808 15%
天津港 17 5,950,000 16 7,103,000 14 8,500,000 11 8,700,000 11 10,080,000 2,977,000 42%
青島港 11 7,702,000 10 9,462,000 10 10,320,000 9 10,260,000 8 12,012,000 2,550,000 27%
蘇州港 77 1,302,300 72 2,001,000 42 2,965,200 48 3,020,800 37 3,870,000 1,479,200 74%
上海港 3 21,710,000 2 26,150,000 2 27,980,000 2 25,002,000 1 29,069,000 2,919,000 11%
寧波港 13 7,068,000 11 9,360,000 7 11,226,000 8 10,502,800 6 13,144,000 3,784,000 40%
厦門港 22 4,018,700 22 4,627,000 22 5,034,600 18 4,680,355 18 5,820,000 1,193,000 26%
広州港 15 6,600,000 12 9,200,000 8 11,001,300 6 11,190,000 7 12,550,000 3,350,000 36%
深セン港 4 18,468,900 4 21,099,000 4 21,413,888 4 18,250,100 4 22,509,700 1,410,700 7%
香港港 2 23,538,580 3 23,998,449 3 24,494,229 3 21,040,096 3 23,699,242 -299,207 -1%
高雄港 6 9,774,670 8 10,256,829 12 9,676,554 12 8,581,273 12 9,181,211 -1,075,618 -10%
釜山港 5 12,030,000 5 13,270,000 5 13,452,786 5 11,954,861 5 14,194,334 924,334 7%
光陽港 56 1,755,813 67 1,706,291 63 1,810,048 55 1,810,438 57 2,084,892 378,601 22%
東京港 23 3,969,015 24 4,123,920 24 4,155,997 24 3,810,769 25 4,284,944 161,024 4%
横浜港 28 3,199,883 28 3,428,112 29 3,481,485 37 2,798,002 36 3,280,191 -148,112 -4%
シンガポール港 1 24,792,400 1 27,932,000 1 29,918,200 1 25,866,400 2 28,431,100 499,100 2%
ポートクラン港 16 6,326,294 17 7,090,000 15 7,973,579 13 7,309,779 13 8,870,000 1,780,000 25%
ロッテルダム港 7 9,654,508 6 10,790,604 9 10,800,000 10 9,743,290 10 11,145,804 355,200 3%
アントワープ港 14 7,018,911 14 8,175,952 13 8,662,891 14 7,309,639 14 8,468,475 292,523 4%
ニューヨーク港 18 5,092,806 19 5,299,105 20 5,265,053 19 4,561,831 19 5,292,020 -7,085 0%
港湾名
2006 2007 2008 2009 2010 07年・10年比較増減量
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4－2 20 コンテナハブ港の船舶の運航状況 
4－2－1 20 コンテナハブ港の寄港船型 
図 4 は 2007 年と 2010 年比べて、20 対象港湾の平均船型の変化を示す。図により、世界の港
湾は大体船舶の大型化に進んでいる。中国の港湾は結構船舶の大型化へ進んでいる。しかし中
国策定した 9 港中大連港は船舶の大型化へあまり進んでいない。また蘇州港はこの面で悪くな
ることが分かる。 
 
 
図 4 20 港 2010 年と 2007 年比べて平均船型の変化 
 
表 5 と表６は 20 コンテナハブ港船型別船舶寄港の割合をまとめ図である。図表によって、蘇
州港は 1000TEU 以下の小型船ばかりで寄港する、大連港は 3000TEU 以上の船の寄港することは
ほかの対象港湾より少ない。ニューヨーク港、深セン港、寧波港以外の港湾は全部 3000TEU 以
下の船の寄港は主流である。ニューヨーク港の寄港する大型船の比率は高い。中国対象９大港
湾の場合は深セン港の大型船は一番多いであることがわかる。 
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表 5 2010 年 20 コンテナハブ港船型別寄港の割合 
 
 
表 6 20 コンテナハブ港船型別寄港のまとめ 
（●は 100％、◎は 100％－50％、○は 50％－20％、▽は 20％－０、×は 0％） 
港湾名 1000TEU未満 1000-2999TEU 3000-4999TEU 5000-7999TEU 8000-9999TEU 10000TEU以上
大連港 45% 43% 6% 2% 5% 0%
天津港 19% 42% 12% 13% 10% 4%
青島港 24% 33% 19% 14% 10% 1%
蘇州港 88% 12% 0% 0% 0% 0%
上海港 22% 33% 19% 17% 7% 2%
寧波港 20% 25% 21% 19% 13% 2%
厦門港 21% 37% 15% 12% 10% 4%
広州港 12% 46% 19% 14% 5% 4%
深セン港 8% 28% 22% 21% 18% 4%
香港港 12% 45% 17% 15% 9% 2%
高雄港 18% 46% 15% 14% 6% 0%
釜山港 44% 26% 14% 13% 3% 0%
光陽港 31% 38% 8% 19% 4% 0%
東京港 33% 45% 12% 9% 2% 0%
横浜港 30% 43% 14% 11% 2% 0%
シンガポール港 14% 47% 18% 13% 7% 1%
ポートクラン港 18% 43% 20% 14% 4% 1%
ロッテルダム港 62% 17% 7% 6% 6% 2%
アントワープ港 20% 40% 24% 9% 5% 2%
ニューヨーク港 3% 18% 58% 19% 2% 0%
港湾名 3000TEU未満 3000-4999TEU 5000-7999TEU 8000以上TEU
大連港 ◎ ▽ ▽ ▽
天津港 ◎ ▽ ▽ ▽
青島港 ◎ ▽ ▽ ▽
蘇州港 ● × × ×
上海港 ◎ ▽ ▽ ▽
寧波港 ○ ▽ ▽ ▽
厦門港 ◎ ▽ ▽ ▽
広州港 ◎ ▽ ▽ ▽
深セン港 ○ ○ ○ ○
香港港 ◎ ▽ ▽ ▽
高雄港 ◎ ▽ ▽ ▽
釜山港 ◎ ▽ ▽ ▽
光陽港 ◎ ▽ ▽ ▽
東京港 ◎ ▽ ▽ ▽
横浜港 ◎ ▽ ▽ ▽
シンガポール港 ◎ ▽ ▽ ▽
ポートクラン港 ◎ ○ ▽ ▽
ロッテルダム港 ◎ ▽ ▽ ▽
アントワープ港 ◎ ○ ▽ ▽
ニューヨーク港 ▽ ◎ ▽ ▽
15 
 
4－2－2 20 コンテナハブ港の寄港回数 
図 5 は 2010 年 20 コンテナハブ港の年間寄港回数である。図により、香港港はトップの地位
を占めて、シンガポール港、上海港、釜山港、ロッテルダム港はそれぞれ第 2、3、4、5 位を占
める。その五つ港湾のコンテナ船の年間寄港回数は 10000 回以上である。寄港回数が 4000―
10000 回の港湾はポートクラン港、深セン港、横浜港、東京港、アントワープ港である。この
状態から見れば、全部 20 港中コンテナ船寄港回数が 10000 回以上の五つ港中で、中国策定した
対象港湾は一港しかない、船舶寄港回数が 4000 回以上の 10 港中、中国策定した対象港湾は 2
港しかない。コンテナ取り扱う量大体同じ水準の上海港とシンガポールのシンガポール港、深
セン港と香港港、また寧波港、天津港、青島港、広州港と高雄港、釜山港、ロッテルダム港、
ポートクラン港、アントワープ港と比べると、寄港回数は結構少ないことが分かれる。中国の
９大対象港湾の船舶の寄港回数は低いレベルであることが分かれる。 
表７は 20 コンテナハブ港 2007 年と 2010 年の寄港回数の比較状況を示す。寄港回数の成長量
から見ると、深セン港は 3439 回の成長量で増加のトップ地位を占める。1000 回以上の成長量
を持つ港湾が順位により、深セン港、ロッテルダム港、上海港と釜山港の順である。中国策定
した 9 港中大連港、青島港、寧波港と厦門港 4 港の 2010 年の船舶寄港回数は 2007 年より減っ
ている。比較対象としての 11 ハブ港中香港港、シンガポール港とニューヨーク港 3 港は減って
いる。各港湾の船の寄港回数の増減量の割合からみると、広州港は 504％の成長比率でトップ
地位を占める。上で言った中国策定した港湾中船寄港回数増加する 5 港広州港、深セン港、天
津港、蘇州港、上海港の成長割合はそれぞれ 504％、63％、52％、51％と 10％である。比較対
象の 11 港中船寄港回数増加の港湾はロッテルダム港だけ 34％の成長割合を持って、ほかの港
湾の成長の割合は全部 10％以下である。 
以上より中国の港湾の船の寄港回数は取扱量同じのほかの港湾より少ない、また策定 9 港中
2010 年船寄港回数増加するのは 5 港しかない、しかし寄港回数増加の港湾の船舶寄港の成長割
合が高いことが分かれる。 
 
図 5 2010 年 20 コンテナハブ港の年間寄港回数 
  
16 
 
表 7 20 コンテナハブ港の 2007 年と 2010 年の寄港回数の比較 
 
  
2007年 2010年 成長量（回） 成長割合（％）
大連港 1371 753 -618 -45%
天津港 747 1138 391 52%
青島港 4963 3347 -1616 -33%
蘇州港 94 142 48 51%
上海港 11930 13097 1167 10%
寧波港 4076 3674 -402 -10%
厦門港 3335 3233 -102 -3%
広州港 75 453 378 504%
深セン港 5454 8893 3439 63%
香港港 18271 17375 -896 -5%
高雄港 7483 8147 664 9%
釜山港 11764 12885 1121 10%
光陽港 3077 3216 139 5%
東京港 5139 5163 24 0%
横浜港 5402 5435 33 1%
シンガポール港 17385 16357 -1028 -6%
ポートクラン港 8322 8938 616 7%
ロッテルダム港 7749 10410 2661 34%
アントワープ港 4398 4436 38 1%
ニューヨーク港 2554 2364 -190 -7%
港湾名
寄港回数
17 
 
4－2－3 20 コンテナハブ港の域外内船寄港状況 
船の寄港回数を細かく見ると、船の寄港することはアジア域内寄港とアジア域外寄港を分け
た。一年間全部アジア域内で運行して、アジア域内港湾に寄港する船は域内船、またアジア以
外の港湾を寄港したことがある船舶は域外船を呼ぶ。フィーダー港の特徴は寄港する船はほと
んど域内船、船型は小型船が多いである。ハブ港の場合は域内船、域外船両方にも、また船型
は小型船だけではなくて、中大型船にも寄港することが多い。 
図6は2010年対象港湾のアジア域内外船寄港の比率を示す。図により、中国策定した9港中、
大連港と蘇州港以外の 7 港は全部域外船寄港する比率が高い。アジア域内の比較対象港湾中香
港港以外に、台湾の高雄港、韓国の釜山港、光陽港と日本の東京港、横浜港が全部域内船の寄
港する比率が高い。 
図7は20コンテナハブ港の2007年と2010年比べて、アジア域外船の寄港比率の変化を示す。
図により、中国策定した 9 港中上海港と深セン港の域外船の寄港比率は少し減っている。ほか
の港湾の域外船の寄港比率は全部増加する。アジアの比較対象港湾中光陽港以外に全部域外船
の寄港する比率が減っている。 
表 8は 20コンテナハブ港の2007年と 2010年域内外船寄港の寄港回数と割合のまとめ図表で
ある。表により、寄港回数が一番増加する深セン港は主に域内船の寄港回数が増加する。 
 
 
図 6 20 コンテナハブ港 2010 年域内外船の寄港の割合 
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図 7 20 コンテナハブ港 2007 年と 2010 年域外船寄港比率の変化 
 
表 8 20 コンテナハブ港の域内外船寄港の寄港回数と割合 
 
总体 总体
寄港回数 寄港回数 割合 寄港回数 割合 寄港回数 寄港回数 割合 寄港回数 割合
大連港 1371 338 25% 1033 75% 大連港 753 193 26% 560 74%
天津港 747 373 50% 374 50% 天津港 1138 617 54% 521 46%
青島港 4963 2495 50% 2468 50% 青島港 3347 1955 58% 1392 42%
蘇州港 94 19 20% 75 80% 蘇州港 142 33 23% 109 77%
上海港 11930 7521 63% 4409 37% 上海港 13097 8094 62% 5002 38%
寧波港 4076 2856 70% 1220 30% 寧波港 3674 2608 71% 1066 29%
厦門港 3335 1791 54% 1544 46% 厦門港 3233 1773 55% 1460 45%
広州港 75 38 51% 37 49% 広州港 453 238 53% 215 47%
深セン港 5454 4777 88% 677 12% 深セン港 8893 6860 77% 2033 23%
香港港 18271 11479 63% 6792 37% 香港港 17375 10037 58% 7338 42%
高雄港 7483 4067 54% 3416 46% 高雄港 8147 3718 46% 4429 54%
釜山港 11764 5688 48% 6075 52% 釜山港 12885 6004 47% 6881 53%
光陽港 3077 1255 41% 1822 59% 光陽港 3216 1443 45% 1773 55%
東京港 5139 1869 36% 3270 64% 東京港 5163 1635 32% 3528 68%
横浜港 5402 2220 41% 3182 59% 横浜港 5435 1990 37% 3445 63%
シンガポール港 17385 12438 72% 4947 28% シンガポール港 16357 11579 71% 4778 29%
ポートクラン港 8322 5736 69% 2586 31% ポートクラン港 8938 6568 73% 2370 27%
ロッテルダム港 7749 4530 58% 3219 42% ロッテルダム港 10410 7012 67% 3398 33%
アントワープ港 4398 3563 81% 835 19% アントワープ港 4436 3851 87% 585 13%
ニューヨーク港 2554 2524 99% 30 1% ニューヨーク港 2364 2263 96% 101 4%
港湾名
2007年
港湾名
2010年
域外輸送 域内輸送 域外輸送 域内輸送
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以上より、対象 20 ハブ港の就航状況について、中国策定した 9 大ハブ港の船舶の寄港回数は
少ない。また中国の港湾への寄港回数は船型の大型化が進んだ結果、他の港湾と比べて、小さ
な増加となっている。大連港は船の寄港回数は減っているとともに寄港船型もあまり変化しな
くて、域内外船寄港の面では、域内船寄港する結構高くて、ハブ港よりフィーダー港と近い使
えることが分かる。大連港はこの三つの面から判断するとハブ港としてよく機能していないこ
とが分かれる。 
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4－3 20 コンテナハブ港の設備利用状況 
 
4－3－1 ガントリークレーンの利用状況 
図 8 はガントリークレーン一基当たりのコンテナ年間取扱量を示す。横軸は港湾のガントリ
ークレーンの数、縦軸はガントリークレーン年間取扱量を示す。真ん中線は近似曲線である。
図により、中国の港湾は大体ガントリークレーンはよく使えることが分かれる。得に寧波港の
ガントリークレーンは顕著足りない状態である。また大連港、天津港、蘇州港のガントリーク
レーンは能力を余っていることが分かれる。 
 
 
図 8 ガントリークレーン一基当たりの取扱量 
  
（シンガポール港） 
（香港港） 
（深セン港） 
（天津港） 
（厦門港） 
（東京港） 
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4－3－2 バースの利用状況 
まずバース数の面から検討を行う。図 9 は対象 20 港バース毎に年間コンテナ取り扱う量を示
す。図により、中国の港湾のバース数は大体 30 個以下である。寧波港、上海港、青島港がバー
ス当たりの取扱量が多い。また大連港、広州港、厦門港のバースは能力が余っている状態であ
る。 
 
図 9 バース当たりにコンテナ年間取扱量 
 
  
(香港港) 
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次にバース長の面から検討を行う。図 10 は単位バース長当たりのコンテナ取扱量を示す。横
軸は各港湾のバース長を示す。縦軸は単位バース長当たりのコンテナ取扱量を示す。真ん中の
線は 20 港のバース長当たりの荷役量の近似曲線である。図により、上海港と寧波港のバース長
はよく使える。また蘇州港、大連港、厦門港のバース長は能力が余っていることが分かれる。 
 
 
図 10  単位バース長当たりの取扱量 
 
  
（上海港） 
（香港港） 
（深セン港） 
（寧波港） 
（広州港） 
（青島港） 
（天津港） 
（釜山港） 
（ロッテルダム港） 
（アントワープ港） 
（高雄港） 
（ポートクラン港） 
（厦門港） 
（ニューヨーク港） 
（横浜港） 
（東京港） 
（大連港） 
（蘇州港） 
（光陽港） 
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最後にバース水深について検討を行う。ハブ港として、国際船の寄港することは重要である。
船舶大型化を対応するために、バース水深の整備が必要で、今世界のハブ港はほとんど 14ｍ、
15ｍくらいの深水バースを整備する。表 9 は対象港湾の港湾別バース水深の構成割合を示す。
図により、天津港、青島港、深セン港、光陽港、ロッテルダム港は 16ｍ以上の深水バースが大
きく割合を占めて、５０％以上を占める。寧波港、大連港、高雄港、東京港、アントワープ港
は 14ｍ－16ｍの深水バースが主流であることが分かれる。しかし中国策定した９大港中蘇州港
と厦門港は 14ｍ以上のバースはないことも分かれる。世界の対象港湾中このような状況がない。
中国策定した国際運航中心港上海港は 12－14ｍのバースを主流で、60％を占める。国際ハブ港
中シンガポール港、東京港、ポートクラン港、ロッテルダム港、アントワープ港、ニューヨー
ク港は全部 14ｍ以上のバースを主流で、50％以上の比例を占めることが分かれる。この点から
見ると上海港は国際ハブ港として、船舶大型化を対応できて、大型船の寄港することを増加す
るために、深水バースを増加する必要であることが分かれる。 
 
表 9 港湾バース水深の構成割合 
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4－4 20 コンテナハブ港に関する政策検討 
 
以上より、中国の策定した 9 大ハブ港は大体ハブ港としてよく機能している。表 10 は策定 9
港についての検討結果と政策のまとめを示す。大連港の取扱量は少なくて、船の就航状況もよ
くなくて、設備状況も過剰な状態し、これはハブ港として地位を検討する必要がある。それは
後港湾群についての検討部分に詳しく分析する。また蘇州港と厦門港のコンテナ取扱量は少な
いし、設備も過剰し、設備過剰が注意する必要がある。上海港と寧波港の設備は不足で、設備
を進める必要がある。広州港と深セン港は政策によってよく発展する。 
 
表 10 ハブ港に関する検討と政策のまとめ 
 
港湾名 取扱量9大港の比較 設備状況 政策
大連港 少 過剰
天津港 中 過剰
青島港 中 ー
蘇州港 少 過剰 拡大中止
上海港 多 不足 設備拡大
寧波港 中 不足 設備拡大
厦門港 少 過剰 拡大中止
広州港 中 ー
深セン港 多 ー
ハブ港としての位置づけの再検討
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第 5 章 中国五つ港湾群の発展分析 
 
5－1 環渤海地区港湾群の発展分析 
5－1－1 環渤海地区港湾群のコンテナ荷物量 
図 11 は 2010 年環渤海地区港湾群主要港湾のコンテナ取扱量を示す。この図により、環渤海
地区主要港湾中、青島港はずっと荷物の取扱量のトップの地位を占めている。天津港の取扱量
は第二位を占める。政府策定した三大ハブ港中大連港は荷物量の面でほかの 2 港より少ない、
天津港と青島港の半分ぐらいだけである。 
表 11 は環渤海地区主要港湾 2006 年から 2010 年までコンテナの取扱量と変化量を示す。この
表により、2007 年から 2010 年まで環渤海地区港湾群主要港湾の成長量と成長割合の面では全
部の対象港湾は取扱量が増加した。三大ハブ港中天津港の成長は一番目立つことが分かった。
天津港と青島港両港のコンテナ取扱量は全部 2,500,000ＴＥＵを増加し、大連は 660,000ＴＥＵ
を増加した。ほかの地域主要港湾を見ると、営口港は 2,500,400ＴＥＵを増加して、成長割合
は 182％に達した。日照港は 808,000ＴＥＵを増加して、192％の成長度に達した。ハブ港より、
対象フィーダー港の集荷能力の成長が速い。 
 
 
図 11 環渤海地区主要港湾 2010 年のコンテナ取扱量 
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表 11 環渤海地区主要港湾 2006－2010 年コンテナ取り扱う量と成長量 
 
 
  
港湾名 2006TEU 2007TEU 2008TEU 2009TEU 2010TEU 07－10年成長量（ＴＥＵ） 07－10年成長割合（％）
大連港 3,212,000 4,574,192 4,502,700 4,552,000 5,242,000 667,808 15%
天津港 5,950,000 7,103,000 8,500,000 8,700,000 10,080,000 2,977,000 42%
青島港 7,702,000 9,462,000 10,320,000 10,260,000 12,012,000 2,550,000 27%
営口港 837,600 1,371,000 2,030,000 2,537,000 3,338,000 2,500,400 182%
煙台港 1,050,000 1,250,000 1,531,500 1,401,000 1,541,200 491,200 39%
日照港 253,000 420,000 710,000 820,000 1,061,000 808,000 192%
錦州港 311034 451,000 650,000 738,000 754800 303,800 67%
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5－1－2 環渤海地区港湾群の船舶の運航状況 
① 各港湾寄港船型 
図 12 は 2007 年と 2010 年寄港する船の平均船型の変化を示す。図により、ハブ港中大連港は
船舶の大型化があまり進んでいない、フィーダー港中は煙台港の寄港船型はあまり変化しない。
ほかの港湾は全部船舶大型化よく進んでいる。 
表 12 は 2010 年港湾別寄港する船の各船型の割合を示す、全体の船型見ると、1000－3000ＴＥ
Ｕの船型の寄港することは主流である。三大ハブ港の寄港船型は大型船 8000ＴＥＵ以上の船も
寄港したがある。ほかの港湾は全部 8000ＴＥＵ以下の船型を寄港する。 
 
 
図 12 環渤海地区主要港湾 2007 年と 2010 年の平均船型の変化 
 
表 12 2010 年環渤海地区主要港湾各船型占める比率 
 
  
0-499TEU 500-999TEU 1000-2999TEU 3000-4999TEU 5000-7999TEU 8000-9999TEU 10000TEU以上
大連港 19% 26% 43% 6% 2% 5% 0%
天津港 3% 16% 42% 12% 13% 10% 4%
青岛港 4% 20% 33% 19% 14% 10% 1%
営口港 25% 25% 38% 13% 0% 0% 0%
煙台港 49% 23% 25% 2% 1% 0% 0%
日照港 0% 39% 36% 25% 0% 0% 0%
錦州港 100% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
2010年港湾別各船型の割合（％）
港湾名
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② 各港湾の船の寄港回数 
図 13 は環渤海地区港湾群対象港湾 2010 年年間寄港回数を示す。図により、青島港は一番高
くて、3000 回以上の船の寄港回数に達する。しかし第二位を占めるのはハブ港としての天津港
と大連港ではなく、煙台港の 1221 回であることがわかる。 
表 13 環渤海地区主要港湾 2007 年と 2010 年年間寄港回数の成長量と成長割合を示す。表によ
り、地域ハブ港中天津港だけは 2010 年が 2007 年より寄港回数が増加する。青島港と大連港両
港はそれぞれ 1616 回と 618 回を減らした。煙台港 2010 年は 706 回の船の寄港回数を増加し、
2007 年より 137％の成長度に達した。地域内年間寄港回数成長量と成長比率のナンバーワンに
なった。 
以上より環渤海地区策定される三大ハブ港の船寄港回数の面で、天津港だけ増加して、主要
港湾中の煙台港の成長は一番目立つ、地域内の第二大船舶の寄港する港湾になる。 
 
 
図 13 環渤海地区主要港湾 2010 年の年間寄港回数 
 
表 13 環渤海地区主要港湾 2007 年と 2010 年の寄港回数の比較 
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寄
港
回
数（
回）
港湾名
2007年 2010年 成長量（回）成長割合（％）
大連港 1371 753 -618 -45%
天津港 747 1138 391 52%
青島港 4963 3347 -1616 -33%
営口港 23 17 -6 -26%
煙台港 515 1221 706 137%
日照港 41 44 3 7%
錦州港 1 1 0 0%
港湾名
寄港回数
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③ 各港湾の域内域外寄港状況 
港湾の船の寄港状況の変化と原因をよく把握するために、寄港する船はアジア域内だけ寄港
する船とアジア以外にも寄港する船両種類を分けて、分析を行う。図 14 は環渤海地区港湾群
2010 年アジア域内船寄港する比率を示す。図により、天津港と青島港両港以外の港湾は全部域
内船寄港の比率が大きい。得に煙台港と錦州港はほとんど域内船が寄港する。 
図 15 は環渤海地区港湾群 2007 年と 2010 年域外船寄港の比率の変化をしめす。図により、営
口港だけ 2010 年域外船寄港比率が減っている。営口港 2010 年船の寄港回数が減っている主要
原因は域外船寄港が少なくなるということ分かる。 
 
 
図 14 環渤海地区主要港湾 2010 年アジア域内外船寄港の比率 
 
 
図 15 環渤海地区主要港湾 2007 年と 2010 年域外船寄港比率の変化 
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以上より環渤海地区港湾群の船舶の運航状況については煙台港の寄港船型があまり変化しな
いけれども、船の寄港回数がよく増加る。しかし、大連港は寄港回数が減少し、船型もあまり
変化しないし、また域内船寄港することは大きな比率を占める、ハブ港よりフィーダー港と近
く使えることが分かれる。大連港の船舶の運航状況の面ではよく発展しないことが分かれる。 
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5-1-3  環渤海地区港湾群の港湾設備利用状況 
図 16 は環渤海地区主要港湾のバースあたりの年間コンテナ取り扱う量を示す。赤い線は対象
港湾の平均値 566,989ＴＥＵ／バースを示す。この平均値は世界 20 ハブ港の平均値 478,810Ｔ
ＥＵより高い。ハブ港の天津、青島港以外営口港のバースごとに年間取扱量は 834,500ＴＥＵ
に達して、きつい状態である。大連港と煙台港のバースの利用率は低いことが分かれる。 
 
 
図 16 環渤海地区主要港湾バース毎にコンテナ年間取扱量 
 
図 17 は単位バース長毎にコンテナ取扱量を示す。図により、環渤海地区対象港湾の平均値は
1,796TEU で、20 大対象港湾の 1,567TEU よりはきつくて、得に天津港と営口港単位バースの長
さが足りない状態であることが分かる。 
 
 
図 17 単位バース長のコンテナ取扱量 
566989 
1796 
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5－2 長江デルタ地区港湾群の発展分析 
 
この地域に蘇州港は張家港と太倉港を構成するので、今回細かい部分も分析できるために、
両港にそれぞれの分析を行う。 
 
5－2－1 長江デルタ地区港湾群のコンテナ荷物量 
図 18 は長江デルタ地区主要港湾 2010 年コンテナの取扱量を示す。上海港は取扱量のトップ
の地位を占めることが顕著である。連雲港の取り扱う量もう策定された 9 大港中の蘇州港を追
い越した。 
表14は長江デルタ地区主要港湾2006年から2010年までコンテナ取扱量と変化量を示す図で
ある。図により、長江デルタ地区港湾群内の各港湾のコンテナ取扱量は全部 10％以上の成長比
率で増加する。寧波港の成長は一番目立って、370 万 TEU ぐらい成長した。成長の割合から見
ると、長江デルタ地区港湾群の主要港湾は上海港 11％の成長率以外に、全部高い割合で成長し
た。以上より荷物量の面で、長江デルタ地区港湾群の対象港湾はハブ港だけではなく、一部フ
ィーダー港の成長も顕著することが分かった。 
 
 
図 18 長江デルタ地区対象港湾の 2010 年のコンテナ取扱量 
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表 14 長江デルタ地区主要港湾 2006－2010 年のコンテナ取扱量と成長量 
 
  
港湾名 2006TEU 2007TEU 2008TEU 2009TEU 2010TEU 07－10年成長量（ＴＥＵ） 07－10年成長割合（％）
上海港 21,710,000 26,150,000 27,980,000 25,002,000 29,069,000 2,919,000 11%
寧波港 7,068,000 9,360,000 11,226,000 10,502,800 13,144,000 3,784,000 40%
蘇州港 1,259,000 1,621,800 2,264,000 2,225,400 3,101,000 1,479,200 91%
張家港 455,900 601,800 814,000 715,400 889,500 287,700 48%
太倉港 803,100 1,020,000 1,450,000 1,510,000 2,211,500 1,191,500 117%
連雲港 1,302,300 2,001,000 2,965,200 3,020,800 3,870,000 1,869,000 93%
温州港 220,000 270,000 380502 310,000 412,300 142300 53%
南通港 301,000 370,000 440,000 340,000 462,000 92000 25%
嘉興港 43895 32000 100,000 170,000 350,200 318200 994%
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5－2－2 長江デルタ地区港湾群の船舶の運航状況 
① 港湾の寄港船型 
図19は2007年と2010年長江デルタ地区港湾群主要港湾の寄港する船の平均船型の変化を示
す、図により蘇州港構成する港湾太倉港と南通港以外の対象港湾は全部船舶の大型化によく進
んでいる。 
表 15 は 2010 年長江デルタ地区主要港湾寄港する船型の割合を示す図表である。表により、
域外船寄港回数が多いの上海港、寧波港と連雲港は大型船が寄港することは多い、ほかの港湾
の寄港する船は全部 5000TEU 以下で、南通は 500TEU 以下の船は寄港の主流船で、ほかの港湾は
全部 500－1000TEU の小型船は寄港する主流船型であることが分かれる。 
 
 
図 19 長江デルタ地区主要港湾 2007 年と 2010 年の平均船型の変化 
 
表 15 2010 年長江デルタ地区主要港湾各船型占める割合 
 
 
 
0-499TEU 500-999TEU 1000-2999TEU 3000-4999TEU 5000-7999TEU 8000-9999TEU 10000TEU以上
上海港 3% 20% 33% 19% 17% 7% 2%
寧波港 5% 15% 25% 21% 19% 13% 2%
蘇州港 27 62% 12% 0% 0% 0% 0%
張家港 32% 65% 3% 0% 0% 0% 0%
太倉港 21% 58% 21% 0% 0% 0% 0%
連雲港 20% 25% 33% 12% 3% 6% 0%
温州港 52% 44% 0% 4% 0% 0% 0%
南通港 80% 2% 17% 0% 0% 0% 0%
嘉興港 0% 100% 0% 0% 0% 0% 0%
2010年港湾別各船型の割合（％）
港湾名
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② 各港の寄港回数 
図 20 は 2010 年長江デルタ地区港湾群主要港湾の年間寄港回数を示す、図 21 は 2010 年蘇州
港を構成する主要港湾の年間寄港回数である。図のように上海港は国際運航中心として、寄港
回数は地域内ほかの港湾より、絶対の優位を占める。寧波港は中国港湾の中でコンテナ取り扱
う量の第三大港として、寄港回数は少ない、4000 回にも足りないことが分かれる。また連雲港
は支線港として寄港回数は蘇州港より優位を占めることが分かれる。 
表 16 は 2007 年と 2010 年の船の寄港回数の比較図表である、表により寧波港と蘇州港両港の
寄港回数は減っているけれども、ほかの港湾は全部伸びる状態で、得に太倉港、連雲港、南通
港の成長割合が高い。全体の成長状態はよいであることが分かれる。 
 
 
図 20 2010 年長江デルタ地区主要港湾の年間寄港回数 
 
 
図 21 2010 年蘇州港を構成する主要港湾の年間寄港回数 
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表 16 長江デルタ地区主要港湾 2007 と 2010 年船舶寄港回数の比較 
 
 
③ 各港湾の域内と域外船の寄港状況 
 図 22 は 2010 年長江デルタ地区港湾群対象港湾のアジア域内外船の寄港比率を示す。図によ
り、上海港と寧波港が域外船の寄港比率は絶対的な優位を占める。ほかの港湾の域内船の寄港
比率は全部 70％以上を示す。 
図 23 は長江デルタ地区港湾群対象港湾 2007 年と 2010 年比べて、アジア域外船寄港比率の変
化を占めす。図により上海港と寧波港両大港の域外船寄港比率はあまり変化しない。張家港、
連雲港と嘉興港は 2010 年域外船の寄港比率が増加する。 
 
 
図 22 長江デルタ地区主要港湾 2010 年域内外船の寄港比率 
 
2007年 2010年 成長量（回）成長割合（％）
上海港 11930 13097 1167 10%
寧波港 4076 3674 -402 -10%
張家港 59 68 9 15%
太倉港 27 73 46 170%
蘇州港 94 142 48 51%
連雲港 231 584 353 153%
温州港 42 27 -15 -36%
南通港 23 41 18 78%
港湾名
寄港回数
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図 23 長江デルタ地区主要港湾 2007 年と 2010 年域外船寄港比率の変化 
 
以上より、長江デルタ地区港湾群船舶運航状況の面について、大体よく発展する。太倉港と
南通港の寄港船型は船舶大型化に進んでいないけれども、船舶の寄港回数の増加が顕著である。
寧波港は船の大型化が進んだ結果、船の寄港回数が減っている。上海港の船舶の大型化と寄港
回数が両方進んでいる。連雲港はフィーダー港として船の寄港船型、寄港回数と域外寄港比率
全部よく進んでいる。発展は目覚ましい。 
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5－2－3 長江デルタ地区港湾群の港湾設備利用状況 
図 24 は長江デルタ地区港湾群の主要港湾のバースあたりの年間コンテナ取扱量を示す。赤い
線はこの地域内対象港湾のバースあたりの荷役量の平均値は 785,189TEU で、対象の 20 大港の
平均値 478,810TEU より 1.6 倍ぐらいの荷役量で、区域内バスは高い荷役量を維持している。各
港湾の状態から見れば連雲港のバース年間取り扱う量は一番高いことが分かれる。次は寧波港、
上海港である。蘇州港は策定したハブ港として、バースの年間取り扱う量はそんなに高くない
ことが分かれる。連雲港と寧波港と上海港のバース利用率は高すぎて、バースは足りない状態
であることが分かれる。 
 
 
図 24 長江デルタ地区主要港湾バース毎にコンテナ取扱量 
 
図 25 のように長江デルタ地区主要港湾単位バース長さあたりのコンテナ取扱量は 2529TEU
で、20 大港の平均値 1567TEU よりバース長さあたり年間 1.6 倍の取扱量で、高い荷役量を維持
していることが分かれた。各港湾から見れば、連雲港は年間 7167TEU の取扱量で、すごく足り
ない状態であることが分かれた。寧波、上海もうすこしきついな状態を保持して、太倉港もち
ょっと高い荷役量であることが分かる。 
 
  
785,189 
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図 25 長江デルタ地区主要港湾単位バース長のコンテナ取扱量 
  
2529 
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5－3 東南沿海地区港湾群の発展分析 
 
東南沿海地区港湾群は厦門を地域ハブ港に策定される。福州、泉州、蒲田港はフィーダー港
としてコンテナ輸送システムを建設する。 
 
5－3－1 東南沿海地区港湾群のコンテナ荷物量 
 図 26 は 2010 年東南沿海地区主要港湾のコンテナ取扱量を示す。この図より、厦門港は策定
した地域ハブ港として、優位は目覚ましいことが分かれる。 
表 17 は 2006 年から 2010 年までコンテナの取扱量と変化量を示す、表により 2010 年三港の
コンテナ取扱量が全部少し伸びることが分かる。 
 
図 26 東南沿海地区港湾のコンテナ取扱量 
 
表 17 東南沿海地区港湾のコンテナ取扱量と成長量 
 
 
  
港湾名 2006TEU 2007TEU 2008TEU 2009TEU 2010TEU 07－10年変換量（ＴＥＵ） 07－10年成長割合（％）
厦門港 4,018,700 4,627,000 5,034,600 4,680,355 5,820,000 1,193,000 26%
福州港 1011700 1,202,000 1,177,000 1,222,700 1,318,958 116,958 10%
泉州港 241,300 856,800 910,058 936,100 1,050,700 193,900 23%
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5－3－2 東南沿海地区港湾群の船舶の運航状況 
① 港湾の寄港船型 
 図 27 は東南沿海地区港湾群 2007 年と 2010 年寄港する船の平均船型を示す。この図により、
厦門港はハブ港として、平均船型はほか二港より大きい。またこの地域全部船舶の大型化に少
しに進んでいる。 
表 18 は 2010 年東南沿海地区主要港湾船型別の船の寄港する割合を示す。表により厦門港だ
けは10000TEU以上船寄港することある。福州港は8000ＴＥＵ以上の船の寄港することがある。
厦門と泉州港のほうが 1000－3000TEU の船の寄港することは主流で、福州港の場合は 500TEU
以下の船の寄港することは主流であることが分かれる。 
 
 
図 27 東南沿海地区主要港湾 2007 年と 2010 年の平均船型の変化 
 
表 18 東南沿海地区港湾群の寄港船型割合 
 
  
 
 
 
 
 
0-499TEU 500-999TEU 1000-2999TEU 3000-4999TEU 5000-7999TEU 8000-9999TEU 10000TEU以上
厦門港 5% 16% 37% 15% 12% 10% 4%
福州港 46% 25% 6% 4% 6% 13% 0%
泉州港 24% 15% 60% 1% 0% 0% 0%
2010年港湾別船型の割合（％）
港湾名
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② 各港湾船の寄港回数 
図 28 は東南沿海地区港湾群 2010 年年間船舶の寄港回数を示す。図により厦門港は地域ハブ
港として船の寄港回数の面で絶対優位を占めて、第に位を占める福州港の船の寄港回数の 5 倍
を持っている。 
表 19 は 2007 年と 2010 年年間船の寄港回数の成長量と成長割合を示す。表により、厦門港の
寄港回数を減っている、ほか両フィーダー港は成長の割合は高くて、全部 100％以上の増幅で
あることが分かれる。 
 
 
図 28 東南沿海地区港湾 2010 年船舶の寄港回数 
 
表 19 東南沿海地区港湾 2007 年と 2010 年船舶寄港回数の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2007年 2010年 成長量（回） 成長割合（％）
厦門港 3335 3233 -102 -3%
福州港 297 656 359 121%
泉州港 51 111 60 118%
港湾名
寄港回数
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③ 各港湾の域内外船の寄港状況 
図 29 は東南沿海地区港湾群対象港湾 2010 年アジア域内外船寄港比率を示す。図により、こ
の地域のハブ港厦門港が域外船の寄港比率は域内船より少し高い、福州港と泉州港両フィーダ
ー港は域内船の寄港比率は結構多い。 
図 30 は 2007 年と 2010 年対象港湾域外船寄港比率の変化を示す。図により、厦門港の域外船
の寄港比率はあまり変化しない、福州港と泉州港の域外船の寄港比率は減っている。両港の寄
港回数が結構成長するので、それは域内船の寄港増加することが原因であることが分かる。 
 
 
図 29 東南沿海地区主要港湾 2010 年域内外船の寄港比率 
 
 
図 30 東南沿海地区主要港湾 2007 年と 2010 年域外船寄港比率の変化 
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 以上より東南沿海地区港湾群の船舶の運航状況の面ついて、ハブ港としての厦門港の船型と
寄港回数の変化小さい、区域内のフィーダー港としての福州港と泉州港の船の寄港回数が結構
成長する。ハブ港よりフィーダー港の発展が顕著することが分かれる。 
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5－3－3 東南沿海地区港湾群の港湾設備利用状況 
東南沿海地区港湾群のバースの年間取り扱う量から見れば、厦門港、福州港、泉州港三つの
港湾は全部バースの年間取り扱う量は 300,000ＴＥＵ以下を持っているので、使用率は低いこ
とが分かれるので、東南沿海地区のバースは拡大しないほうが良いと考える。また地域ハブ港
としての厦門港の荷物量と運航状況から見れば、近年の発展はよくなくて、過剰設備を防止す
る必要がある。 
  
  
図 31 東南沿海地区主要港湾バースあたりにコンテナ取扱量 
 
220,115 
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単位バース長あたりにコンテナ取扱量の面から見れば、三港の平均値は 828ＴＥＵで、20 対
象ハブ港の平均値 1567TEU より結構余裕があることが分かる。 
 
 
図 32 東南沿海地区主要港湾単位バース長あたりのコンテナ取扱量 
 
東南沿海地区港湾港の対象の三港は厦門港の発展は遅い、福州と泉州港の発展は良い、また
地域内の設備は余裕がるので、整備過剰を注意しなければならない。 
  
828 
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5－4 珠江デルタ地区港湾群の発展分析 
珠江デルタ地区港湾群は広州港と深セン港両港は地域ハブ港として策定される。また汕頭港、
恵州港、珠海港をフィーダー港としてコンテナ輸送システムを構築する。その中で、深セン港
は八港塩田港、蛇口港、赤湾港、媽湾港、東角頭港、沙魚桶港、内河港、福永エアポート港を
組み合わせである、その中塩田港、蛇口港、赤湾港三港は深セン港の主要的な部分構成で深セ
ン港全体の取り扱う量の 80％を占める。塩田港は深セン港全体の取扱量の 50％ぐらいを占める。
この部分で三港分けて分析を行う。 
 
5－4－1 珠江デルタ地区港湾群のコンテナ荷物量 
図 33 は珠江デルタ地区港湾群主要港湾 2010 年のコンテナ取扱量の状況を示す。図 34 は深セ
ン港を構成する主要港湾 2010 年のコンテナ取扱量を示す。図により、深セン港は地区トップの
地位優位は顕著する。広州港、赤湾港、中山港、汕頭港、珠海港、蛇口港、恵州港は第二位な
いし第八位に占める。 
表 20 は珠江デルタ地区港湾群対象港湾 2006－2010 年コンテナ取扱量と成長量を示す。コン
テナ取扱量の成長量から見れば、全部対象港湾の 2010 年のコンテナ取扱量が成長した。成長一
番大きいのは広州港 300 万ＴＥＵ以上を増える、成長割合は 36％に達する。深セン港の構成港
湾蛇口港と赤湾港の取扱量が少し減少したけれども、深セン港全体の取扱量は増加した。フィ
ーダー港の恵州港の成長割合は高いことが分かれる。 
 
 
図 33 珠江デルタ地区港湾群主要港湾の 2010 年のコンテナ取扱量 
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図 34 深セン港を構築する主要三港の 2010 年のコンテナ取扱量 
 
表 20 東南沿海地区主要港湾 2006－2010 年コンテナ取扱量と成長量 
 
 
  
港湾名 2006TEU 2007TEU 2008TEU 2009TEU 2010TEU 07－10年成長量（ＴＥＵ） 07－10年成長割合（％）
広州港 6,600,000 9,200,000 11,001,300 11,190,000 12,550,000 3,350,000 36%
深セン港 18,468,900 21,099,000 21,413,888 18,250,100 22,509,700 1,410,700 7%
塩田港 8864600 10011600 9683500 8579000 10134000 122400 1%
蛇口港 2582789 3311580 4100000 3343663 398169 -2913411 -88%
赤湾港 5260887 5029900 5913000 4766200 4160000 -869900 -17%
汕頭港 442000 593800 719300 740000 933100 339300 57%
惠州港 59333 89000 170000 228600 139600 157%
珠海港 437837 648000 402207 540000 695000 47000 7%
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5－4－2 珠江デルタ地区港湾群の船舶の運航状況 
① 平均船型 
図 35 は珠江デルタ地区港湾群対象港湾の 2007 年と 2010 年の平均船型の変化を示す。恵州港
と珠海港の 2007 年の寄港船型についてデータは不明なので、ここで比較を抜ける。ほかの対象
港湾中赤湾の船型はあまり変化しないで、ほか 4 港は全部船舶大型化が進んでいる。特に深セ
ン港の構成港湾の寄港船型が大きいことが分かれる。 
表 21 は 2010 年珠江デルタ地区港湾群船型別の寄港割合を示す。図により広州港と深セン港
の主要構成港湾は 8000TEU 以上の船が寄港することがある。ほかの港湾は 500－1000TEU の小型
船は主流であることが分かった。 
 
 
図 35 珠江デルタ地区港湾群 2007 年と 2010 年平均船型の変化 
 
表 21 珠江デルタ地区港湾群各船型の割合 
 
 
 
 
ＰＯＲＴ 0-499TEU 500-999TEU 1000-2999TEU 3000-4999TEU 5000-7999TEU 8000-9999TEU 10000TEU以上
広州港 3% 9% 46% 19% 14% 5% 4%
盐田港 0% 3% 12% 23% 34% 22% 7%
蛇口港 3% 10% 39% 17% 9% 18% 4%
赤湾港 2% 7% 33% 25% 19% 13% 2%
汕头 13% 77% 9% 1% 0% 0% 0%
惠州 0% 80% 0% 0% 20% 0% 0%
珠海 20% 0 20 60 0 0 0
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② 船の寄港回数の状況 
図 36 は 2010 年珠江デルタ地区港湾群の対象港湾の船の寄港状況を示す。図により深セン港
の塩田港、赤湾港、蛇口港の船の寄港回数の多いことが顕著で、広州港のコンテナ取扱量が多
くても、寄港回数のほうが少ないことが分かれる。汕頭港の船の寄港回数は 144 回で、恵州港
と珠海港の船の寄港することはあまりないことが分かった。 
表 22 は 2007 年と 2010 年寄港回数の比較を示す、図表により、2010 年は 2007 年より、対象
港湾の船の寄港回数は全部増えたことが分かった。寄港回数の成長量から見ると赤湾港の増加
量は一番多くて、塩田港は第二位を占める。成長割合から見ると広州港は 504％の比率で成長
して、トップ地位を占める。赤湾港は 298％の比率で成長することが分かった。 
 
 
図 36 2010 年珠江デルタ地区主要港湾の船舶寄港回数 
 
表 22 珠江デルタ地区主要港湾 2007 年と 2010 年の寄港回数の比較 
 
 
 
  
2007年 2010年 成長量（回） 成長割合（％）
広州港 75 453 378 504%
盐田港 2860 3762 902 32%
蛇口港 1807 1882 75 4%
赤湾港 769 3062 2293 298%
汕頭港 107 144 37 35%
惠州港 5 5
珠海港 2 5 3 150%
港湾名
寄港回数
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③ 域内外船寄港の状況 
図37は珠江デルタ地区港湾群対象港湾2010年アジア域内外船の寄港比率を示す。図により、
ハブ港としての広州港と深セン港の構成する港湾の域外船の寄港比率が高い、特に深セン港の
構成する港湾の域外船の寄港比率は結構高い。ほかのフィーダー港は域内船の寄港比率が高い。 
図 38 は珠江デルタ地区港湾群対象港湾 2007 年と 2010 年域外船寄港比率の変化を示す。図に
より深セン港の構成する主要港湾の域外船の寄港比率が低くなる、ほかの港湾は全部域外船の
寄港比率が高くなる。顕著であることが分かれる。 
 
 
図 37 珠江デルタ地区対象港湾 2010 年域内外船の寄港比率 
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図 38 珠江デルタ地区対象港湾 2007 と 2010 年域外船寄港比率の変化 
 
 以上より珠江デルタ地区港湾群対象港湾の船舶の運航状況の面では、全部の対象港湾の船型
が大型化へ進んでいる。また対象港湾全部 2010 年船の寄港回数が増加する。成長の比率も高い。
域内外船の分析結果により、深セン港は寄港回数一番増加する港湾として、アジア域内船の寄
港比率が顕著的な増加する。 
  
53 
 
5－4－3 珠江デルタ地区港湾群の港湾設備利用状況 
図 39 は珠江デルタ地区港湾群対象港湾 2010 年バース毎にコンテナ年間取扱量を示す。図に
より、対象港湾の年間バース取扱量の平均値は 443831TEU で、20 対象ハブ港の平均値は
478810TEU で、20 港の平均値より少し低い、塩田港の利用率は一番高い、1,126,000TEU に達し、
バース利用の面では余裕が全然ない、広州港は 627,500TEU で、利用率もちょっと高い。蛇口港
と珠海港はバースの利用率が低いことが分かった。 
 
 
図 39 珠江デルタ地区対象港湾のバース毎に年間取扱量 
 
  
443831 
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図 40 はバース長毎にコンテナ取扱量を示す。図により珠江デルタ地区港湾群対象港湾のバー
ス長あたりにコンテナ取扱量の平均値は 1392TEU で、対象 20 港の平均値の 1567TEU よりちょ
っと低い。広州港と汕頭港の年間バース長毎にコンテナ取扱量は 2000TEU に達した。余裕がな
い状態である。また蛇口港が利用率は低いことは分かった。 
 
 
図 40 珠江デルタ地区港湾群対象港湾 2010 年バース長毎に年間コンテナ取扱量 
  
1392 
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5－5 西南沿海地区港湾群の発展分析 
 
西南沿海地区港湾群は中国政府指定される地域ハブ港がなくて、湛江、防城、海口を主とし
て、北海、欽州、洋浦港を支線港としてコンテナ輸送システムを配置する。 
  
5－5－1 西南沿海地区港湾群のコンテナ荷物量 
図 41 は西南沿海地区港湾群対象港湾の年間コンテナ取扱量を示す。図により、西南地区はハ
ブ港がないので、全体の港湾のコンテナ取扱量が少ない。防城港は 2510350TEU で、地域トップ
地位を占める。 
表 23 は西南沿海地区港湾群対象港湾のコンテナ取扱量と成長度を示す。防城港、海口港と欽
州港の取扱量は伸びた、欽州港の成長速度は 412％で、地域対象港湾内成長速度一番早いこと
が分かった。 
 
 
図 41 西南沿海地区港湾群 2010 年対象港湾のコンテナ取扱量 
 
表 23 西南沿海地区港湾群対象港湾のコンテナ取扱量と成長度 
 
  
2006TEU 2007TEU 2008TEU 2009TEU 2010TEU 07－10年変換量（ＴＥＵ） 07－10年成長割合（％）
湛江 100,000 280,000 223738 203573 250000 -30000 -11%
防城 1303120 1,731,130 2,257,380 2035750 2510350 779220 45%
海口 240869 277,000 330000 440000 609000 332000 120%
北海 32098 130000 49300 40000 61800 -68200 -52%
欽州 25789 49000 61116 168456 251000 202000 412%
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5－5－2 西南沿海地区港湾群の船舶の運航状況 
① 寄港船型 
 図 42は西南沿海地区港湾群対象港湾の2007年と 2010年の寄港する船の平均船型の変化
を示す。図によりこの地域の寄港の平均船型は少し大きくなることが分かった。 
 表 24 は西南沿海地区港湾群対象港湾 2010 年船型別船の寄港割合を示す。表により西南
沿海地区港湾群対象港湾の寄港船型は小型船ばかりで、500－1000TEU の船は主流である。
3000TEU 以上船の寄港することはないことが分かった。 
 
 
図 42 西南沿海地区港湾群 2007 年と 2010 年平均船型の変化 
 
表 24 西南沿海地区港湾群対象港湾 2010 年の港湾別船型の割合 
 
 
 
 
 
 
0-499TEU 500-999TEU 1000-2999TEU 3000-4999TEU 5000-7999TEU 8000-9999TEU 10000TEU以上
湛江港 0% 20% 80% 0% 0% 0% 0%
防城港 16% 72% 12% 0% 0% 0% 0%
海口港 37% 20% 43% 0% 0% 0% 0%
北海港 0% 100% 0% 0% 0% 0% 0%
欽州港 100% 0% 0% 0% 0% 0% 0%
港湾名
2010年港湾別船型の割合（％）
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② 寄港回数 
図 43 は西南沿海地区港湾群 2010 年船の寄港回数を示す。防城港の船の寄港することは一番
多い、取り扱う量は防城港より 2 倍の海口港の寄港回数はほとんど防城港の二分の一しかない。
ほかの 4 つの港湾の取扱量は少なくて、全部 10 回ぐらいだけである。 
表 28 は西南沿海地区港湾群 2010 年と 2007 年の港湾の船寄港回数の比較を示す、海口港と欽
州港では寄港回数が増加するしかないことが分かった。 
 
 
図 43 西南沿海地区港湾群対象港湾 2010 年の寄港回数 
 
表 25 西南沿海地区港湾群対象港湾 2007 年と 2010 年寄港回数の比較 
 
  
  
2007年 2010年 成長量（回） 成長割合（％）
湛江港 11 10 -1 -9%
防城港 120 116 -4 -3%
海口港 27 76 49 181%
北海港 4 1 -3 -75%
欽州港 1 8 7 700%
港名
寄港回数
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③ 域内外船の寄港状況 
図 44 は西南沿海地区港湾群対象港湾 2010 年域内外船の寄港比率を示す。この地域は全部域
内船の寄港比率が高い。 
図 45 は西南沿海港湾群対象港湾 2007 年と 2010 年アジア域外船の寄港比率の変化を示す。図
により防城港以外に全部域外船の寄港比率が低くなる。 
 
 
図 44 西南沿海地区港湾群対象港湾 2010 年域内外船の寄港比率 
 
 
図 45 西南沿海地区港湾群対象港湾 2007 年と 2010 年域外船寄港比率の変化 
 
以上より西南地区港湾群の船舶の運航状況の面では、船の寄港回数はあまり増加しないけれ
ども、船舶の大型化が結構進んでいることが分かれる。 
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5－5－3 西南沿海地区港湾群の港湾設備利用状況 
図 46 は西南沿海地区港湾群 2010 年バースの年間コンテナ取扱量をしめす。図により、対象
港湾の平均値は 87691TEU で、20 対象ハブ港の 478810TEU より少ない。西南沿海地区港湾群対
象港湾中海口港の利用率は一番高くて、年間 146667TEU のコンテナを取り扱う。しかし西南沿
海地域以外の港湾より低い。また北海港、欽州港のバース利用率は結構低い、余裕が出ること
がわかった。 
 
 
図 46 西南沿海地区港湾群のバースの年間コンテナ取扱量 
 
図 47 は西南沿海地区港湾群の単位バース長の年間コンテナ取扱量を示す。図により対象港湾
の単位バース長の年間コンテナ取扱量は 484TEU で、20 ハブ港の平均値は 1567TEU で、東南沿
海地区港湾群のバース長の平均利用率は低い、地域内利用率一番高い海口港の単位バース長年
間取扱量は 1410TEU で、また 20 ハブ港の平均値より低い。北海港、欽州港のバース長は結構余
裕出ることが分かれた。 
 
 
図 47 西南沿海地区港湾群の単位バース長の年間コンテナ取扱量 
 
87691 
484 
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第６章 今後の港湾の発展の政策に関する検討 
 
 環渤海地区港湾群では 3 大ハブ港のコンテナ取扱量は十分に増加していない、得に大連港は
集荷伸び悩んでいる状況に滞る。船舶就航状況の面でも、フィーダ港と近く使い。三大ハブ港
大連港、天津港と青島港は政策通りに発展していないことが分かれる。逆に部分フィーダー港
の発展が良い、営口港、煙台港、日照港の発展は顕著であることがわかった。その原因につい
て分析すると、環渤海地区港湾群の三大策定したハブ港間の格差は大きくない。また中国政府
は 2003 年大連港を「東北アジア国際運航中心」、2006 年天津港を「天津北方国際航運中心」ま
た 2011 年に青島港を「東北アジア国際航運中心」という計画を策定した。それで近年三港にも
「北方水上輸送中心」の目標を出して、激しい集荷の競合を行って、設備も一気に拡大する。
それは環渤海地区港湾群の発展によくない。大連港今の取扱量はまた順位 20 位を占める。しか
し発展遅いので、その発展状況によって、もうフィーダー港に近い。今後環渤海地区港湾群は
ハブ港を一つの港湾を絞ることが必要がある。本研究検討したコンテナ取扱量、船舶の運航状
況と設備利用状況の分析結果により、青島港の基礎が一番いいので、候補港湾とする。それで
は、港湾群全体はグループとして、韓国の釜山港と光陽港また日本の東京港と横浜港に競争力
を高める。 
 長江デルタ地区港湾群では、全体から見れば長江デルタ地区港湾群はお荷物量がハブ港だけ
ではない、一部フィーダ港もよく成長する。船舶運行状況の面に全部の港湾が発展して、特に
フィーダー港の発展が顕著する。また港湾の設備の面で、長江デルタ地区港湾群は大体設備が
足りない状態で、得に上海港、寧波港、連雲港が設備必要がある。それも逆に船寄港する増加
を制限の主要原因になった。地区の港湾設備を整備して、港湾設備得にガントリークレーンと
バース不足の状態を改善すること、また上海は国際ハブ港として深水バースの建設は急務であ
る。 
 東南沿海地区港湾群では各港湾のコンテナ取扱量が増加して、船の運航状況の面でハブ港と
しての厦門港の発展は遅い、逆にフィーダ港としての福州港と泉州港の発展は速い。また分析
により、アジア域内船の寄港することは福州港と泉州港船寄港回数増加の主要原因である。設
備の利用の面では三港全部余裕の状態が出る。得に厦門はハブ港として、設備の過剰建設を防
止する必要がある。 
 西南沿海地区港湾群では海口港と欽州港は発展が速い。設備の面は全部余裕がでる。今盲目
設備拡大の影響で、中小港湾はもう設備過剰な状況が出るので、過剰設備を中止するはずであ
る。 
 珠江デルタ地区港湾群では中国の沿海港湾配置政策により、コンテナ取扱量と船の運行状況
の面によく成長する。アジア域内船の寄港することは船寄港増加の主要原因である。設備の面
も大体いい状態で、塩田港のバースは余裕がないので、整備必要がある。この港湾群は中国政
策により、よく発展する。 
 五つ港湾群の問題と政策のまとめは表 26 で示す。港湾の設備の整備に関する、東南沿海地区
港湾群の対象 3 港（ハブ港厦門港を含める）と西南沿海地区港湾群の対象港湾 5 港はバースな
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ど設備過剰な状態で、それは中国の部分フィーダー港はもう設備過剰が出たことが証明する。
具体的の設備整備状況は次の表 27 に示す。 
 
表 26 五つ港湾群の問題と政策のまとめ 
 
 
表 27 港湾設備の整備まとめ 
 
  
 
  
設備名 設備拡大 設備中止
ガントリー
クレーン数
寧波港
バース水深 上海港
バース数
上海、寧波、天津、青島港、営口
港、連雲港、塩田港、広州港
大連、厦門、福
州、泉州、防城、
欽州港、北海港、
湛江港
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第 7 章 結論 
 
7－1 研究の結果 
本研究では、中國沿海コンテナ港湾政策の実現の評価と今後の港湾政策への提言を目的とし
た。そして、各種資料を利用してデータベースを作成し、港湾の貨物取扱状況、船舶の運航状
況、港湾の設備状況の三つの面から港湾間の比較や年度別の推移について分析を行った。以下
に得られた結果を示す。 
中国の港湾政策においてハブ港として発展させるとしていた 9 つの港湾は、すべてがハブ港
として機能しているわけではないことが分かった。そして、5 つの港湾群について詳細に分析
を行った結果、環渤海地区港湾群では、3 つの港湾が競合し、地域のハブ港を明確にできてい
ないこと、長江デルタ地区港湾群では、港湾設備が不足していること、東南沿海地区港湾群で
は、港湾設備が過剰であることが分かった。 
以上のことから環渤海地区港湾群では、ハブ港を 1 つに絞ることが必要であり、青島港が候
補と考える。また、長江デルタ地区港湾群では、港湾の設備を進める必要があり、東南沿海地
区港湾群では、設備過剰とならないように港湾整備について見直しが必要である。 
 
7－2 今後の課題 
本研究では中国国内における経済発展の計画を考慮しなかった。港湾は、その背後地の経済
の発展と密接に関係する。したがって、今後はこれらの計画を考慮に入れた港湾政策に関する
検討が必要である。 
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付録：五つ港湾群の 2007 年と 2010 年各港湾船舶寄港状況 
 
  
总体 总体
寄港回数 寄港回数 割合 寄港回数 割合 寄港回数 寄港回数 割合 寄港回数 割合
大連港 1371 338 25% 1033 75% 大連港 753 193 26% 560 74%
天津港 747 373 50% 374 50% 天津港 1138 617 54% 521 46%
青島港 4963 2495 50% 2468 50% 青島港 3347 1955 58% 1392 42%
営口港 23 13 57% 10 43% 営口港 17 5 29% 12 71%
煙台港 515 20 4% 495 96% 煙台港 1221 57 5% 1164 95%
日照港 41 5 12% 36 88% 日照港 44 15 34% 29 66%
錦州港 1 1 100% 0 0% 錦州港 1 0 0% 1 100%
上海港 11930 7521 63% 4409 37% 上海港 13097 8094 62% 5002 38%
寧波港 4076 2856 70% 1220 30% 寧波港 3674 2608 71% 1066 29%
張家港 59 2 3% 57 97% 張家港 68 10 15% 58 85%
太倉港 27 14 52% 13 48% 太倉港 73 22 30% 51 70%
連雲港 231 47 20% 184 80% 連雲港 584 170 29% 414 71%
温州港 42 5 12% 37 88% 温州港 27 0 0% 27 100%
南通港 23 5 22% 18 78% 南通港 41 8 20% 33 80%
嘉興港 嘉興港 2 2 100% 0 0%
厦門港 3335 1791 54% 1544 46% 厦門港 3233 1773 55% 1460 45%
福州港 297 99 33% 198 67% 福州港 656 178 27% 478 73%
泉州港 51 7 14% 44 86% 泉州港 111 13 12% 98 88%
広州港 75 38 51% 37 49% 広州港 453 238 53% 215 47%
盐田港 2860 2800 98% 60 2% 盐田港 3762 3483 93% 279 7%
蛇口港 1807 1248 69% 559 31% 蛇口港 1882 1069 57% 813 43%
赤湾港 769 729 95% 40 5% 赤湾港 3062 2168 71% 894 29%
汕頭港 107 11 10% 96 90% 汕頭港 144 47 33% 97 67%
惠州港 惠州港 5 1 20% 4 80%
珠海港 2 0 0% 2 100% 珠海港 5 4 80% 1 20%
湛江港 13 4 31% 9 69% 湛江港 10 1 10% 9 90%
防城港 121 2 2% 119 98% 防城港 117 11 9% 106 91%
海口港 27 11 41% 16 59% 海口港 76 0 0% 76 100%
北海港 4 0 0% 4 100% 北海港 1 0 0% 1 100%
欽州港 1 0 0% 1 100% 欽州港 8 0 0% 8 100%
地区港湾
群名
環
渤
海
長
江
デ
ル
タ
長
江
デ
ル
タ
西
南
沿
海
東
南
沿
海
域外輸送 域内輸送 域外輸送 域内輸送港湾名
2007年
港湾名
2010年
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